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１．まえがき 
現在、わが国の道路舗装の多くはアスファルト舗装であり、最近の国道におけるコンクリート舗装の占

める割合は約 5％しかない。コンクリート舗装の適用が減少した理由として、沿道住民や道路利用者から騒

音や振動及び乗り心地が悪いという苦情が寄せられることや、補修工事においてアスファルト舗装よりも長

期間の交通規制が必要なこと、上下水道、ガス等における公共占有施設の埋設工事が困難といった課題が挙

げられる。しかし、このままではわが国からコンクリート舗装に関する知見や技術が消え去ってしまうこと

が危惧される。また、長期にわたるライフサイクルコストを考慮するとアスファルト舗装よりも安く、また

材料が国内で調達できるため物価（建設費）は安定している。さらに、これまで課題とされていた初期コス

トを低減させたスリップフォーム工法や、交通開放までの時間を短縮させたプレキャストコンクリート版等

が開発され、コンクリート舗装の良さが見直されてきている。 

このような中で、コンクリート舗装は実道でのデータ蓄積がアスファルト舗装に比べて不十分であり、

その供用性や耐久性の検証などが遅れている。そこで、2007 年から 2011 年にかけて、独立行政法人土木研

究所と石川工業高等専門学校、東京農業大学、社団法人セメント協会との共同研究により、現在使用されて

いるコンクリート舗装の構造設計の検証及び見直しを行った。 

本報告書は、検証した成果を報告するとともに、計測したデータをとりまとめたものである。 
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２．研究目的と研究概要  

2.1 コンクリート舗装の構造設計の推移 

コンクリート舗装は、路床、路盤、の上に目地で連結されたコンクリート版が載っている構造であり、

作用する外的要因も交通荷重の他に気象作用など複雑であって、その荷重支持機構は必ずしも単純ではない。

コンクリート版は路面を形成し、その剛性は路盤、路床に比較して高いので、交通輪荷重などの外的要因の

作用を、主にコンクリート版の曲げ抵抗によって支持している。したがって、コンクリート版が舗装の最も

重要な部材であり、その曲げ疲労破壊がコンクリート舗装の限界状態であるという概念が、コンクリート舗

装の力学的設計手法の基本となっている。 

 一般の構造物の設計においては、設計寿命期間に構造物が受ける外的荷重の最大値を推定し、これに対す

る設計耐力を照査する検討が行われる。もちろん繰り返し荷重を受ける橋梁などでは疲労破壊に対する検討

も行われるが、コンクリート舗装では、外的荷重の繰り返しに対して設計寿命を保証することが設計の目的

となっている。すなわちコンクリート舗装の設計手法は、疲労解析に基づいた設計寿命の推定法であると言

える。 

 現在用られているコンクリート舗装の設計法は、PCA 設計法に代表される力学的設計法と、AASHTO 設

計法に代表される経験的設計法の 2 種類に大別されるが、いずれの設計法においても外的荷重の繰り返しに

対する検討が行われる。 

 PCA 設計法に代表される力学的設計法では、コンクリート版の応力式に、作用する外的荷重を代入して

発生応力を算定し、これによって設計を行う。わが国の道路舗装では、舗装設計指針に示される方法によっ

て設計が行われているが、この設計法は PCA 設計法と同様の力学的設計法であり、セメントコンクリート

舗装要綱に示されていた設計法をほぼ踏襲している。セメントコンクリート舗装要綱では、実物大のコンク

リート舗装における温度測定、載荷試験結果に基づいて荷重応力と温度応力式を開発し、それらを用いて温

度応力と荷重応力の合成応力に行って曲げ疲労解析を行う、洗練されたな設計法を採用していた。一方、

AASHTO 設計法に代表される経験的設計法は、実物大のコンクリート試験舗装における試験結果から、コ

ンクリート版の破損程度を示す指標を与える関係式を構築し、これによってコンクリート版を評価しようと

するものである。したがってこの方法の場合には、コンクリート版の応力解析は行われず、コンクリート版

の破損は、破損程度を表す指標がある基準値を示すことによって決定される。しかし AASHTO 設計法は現

在では力学的方法と経験的方法を組み合わせた経験的力学的設計法へと進化している。 
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表-3.3 コンクリート版の各工区の打設時間（12月 14日） 

下層 上層

E6 9:37 10:25

C1 10:22 12:05

E1 11:04 12:28

C2 11:37 12:14

C3 12:20 12:28

E2 13:30 14:00

E3 14:11 16:10

E4 16:33 18:35

C4 17:24 18:35

E5 17:30 18:35

C5 17:55 18:35

C6 18:50 19:43
 

 

3.1.2  材料試験 

(1) コンクリート版 

コンクリート版の材料試験の結果として、曲げ強度を表-3.4 に、圧縮強度を表-3.5 に弾性係数を表-3.6

に示す。 

表-3.4  コンクリート版の曲げ強度試験結果 

スパン 荷重

1 2 3 平均 1 2 3 平均 (mm) (kN) 平均

100.7 100.1 99.4 100.1 100.4 100.6 100.3 100.4 300.0 21.6 6.44

99.9 99.8 99.6 99.8 100.4 100.6 100.3 100.4 300.0 21.5 6.45

100.5 101.0 101.4 101.0 100.0 100.2 100.1 100.1 300.0 24.6 7.23

100.0 100.0 99.6 99.9 100.1 99.7 99.5 99.8 300.0 19.8 5.97

100.0 99.9 99.7 99.9 100.1 99.7 99.3 99.7 300.0 19.5 5.88

98.7 98.9 98.8 98.8 100.0 100.7 100.8 100.5 300.0 20.0 6.12

100.1 100.6 101.2 100.6 100.1 100.1 100.1 100.1 300.0 22.7 6.72

99.9 99.9 99.8 99.9 99.9 100.3 100.4 100.2 300.0 23.9 7.17

101.4 100.7 100.6 100.9 100.5 100.9 100.9 100.8 300.0 22.1 6.46

101.3 100.9 100.2 100.8 101.9 101.9 101.6 101.8 300.0 19.3 5.60

99.7 100.0 100.4 100.0 101.0 100.8 100.6 100.8 300.0 20.9 6.22

99.5 99.7 99.8 99.7 100.8 100.5 99.6 100.3 300.0 19.1 5.75

100.0 100.2 100.2 100.1 100.7 100.8 100.7 100.7 300.0 27.5 8.17

99.6 99.6 99.6 99.6 100.4 100.2 100.5 100.4 300.0 19.4 5.85

100.3 100.7 101.2 100.7 101.4 100.7 100.3 100.8 300.0 24.1 7.07

101.1 101.3 101.5 101.3 99.4 99.8 100.4 99.9 300.0 20.0 5.85

99.8 99.9 99.7 99.8 100.6 100.4 101.0 100.7 300.0 18.8 5.63

101.4 100.9 100.4 100.9 101.2 101.4 101.1 101.2 300.0 21.1 6.14

7.03

5.87
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2) 国道 4 号平泉バイパス２） 

 調査は、平成 20 年 10 月 22 日、23 日と 11 月 26 日に岩手県西磐井郡平泉町平泉にある国道 4 号平泉バイ

パスにおいて実施した。調査区間の概要を図-3.29 に示す。調査項目を表-3.25 に示す。 

 

図-3.29 調査区間の概要 

 
表-3.25 調査項目 

調査項目 使用機材 
たわみ量 FWD
段差 スケール 
すべり抵抗 DF テスタ 
きめ深さ CT メータ 
わだち掘れ、ひび割れ度、平たん性 路面性状測定車 
ひび割れ（スケッチ） 
ひび割れ幅 スケール 
騒音 騒音計 
交通量 ビデオカメラ、センサス 
路面温度 熱電対、データレコーダ 
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 (3) 計測結果 

室内試験結果を表-3.32に示す。路盤を構築し、図-3.38に示した位置で、路盤厚の測定、平板載荷試験、

小型FWD試験を行った結果を、それぞれ表-3.33、図-3.38、図-3.39に示す。 

表-3.32 室内試験結果 

路床材 M30 RM40
セメント安定

処理M30
セメント安定
処理RM40

C40 RC40

最大乾燥密度 g/cm3 1.030 2.212 1.807 － － 2.225 2.060
最適含水比 % 49.6 3.8 11.5 － － 4.1 7.0

最大乾燥密度 g/cm3 － － － 2.264 1.700 － －
最適含水比 % － － － 5.4 16.2 － －

安定処理混合物の一軸圧縮試験 セメント添加量 % － － － 4.0 6.5 － －
測点 5m  上層 % 3.1 － － － － － －

  下層 % 1.2 － － － － － －
測点15m 上層 % 0.8 － － － － － －

下層 % 1.0 － － － － － －
測点25m 上層 % 1.6 － － － － － －

下層 % 1.0 － － － － － －
測点5m % 5.5 － － － － － －
測点15m % 3.3 － － － － － －
測点25m % 6.8 － － － － － －
突固回数 １７ % － 42.8 32.4 － － 31.0 33.7
突固回数 ４２ % － 106.8 156.9 － － 93.6 128.1
突固回数 ９２ % － 182.9 252.0 － － 154.1 236.2
修正CBR % － 92.5 109.2 － － 54.7 104.6

塑性・液性限界試験 塑性指数 － N・P N・P N・P N・P N・P N・P
53 % － － 100.0 － 100.0 100.0 100.0
37.5 % － 100.0 99.7 100.0 99.7 99.4 98.7
31.5 % － 100.0 － 100.0 － － －
19 % － 93.7 78.6 93.7 78.6 74.9 69.2
4.75 % － 45.3 38.5 45.3 38.5 38.1 36.0
2.36 % － 31.2 30.6 31.2 30.6 27.8 27.2

0.425 % － 14.2 10.1 14.2 10.1 － －
0.075 % － 5.0 2.1 5.0 2.1 － －

路床土のレジリエントモデュラス試験 σd=40kPa MPa 48 － － － － － －
θ=130kPa MPa － － － － － 306 156
θ=400kPa MPa － 317 328 819 666 － －

簡易試験による変形係数試験 MPa 5 223 230 261 275 198 238

路盤材のレジリエントモデュラス試験

試験項目

安定処理混合物の突固め試験

CBR試験（乱さない土による）

突固め試験

CBR試験（乱した土による）

修正CBR試験

粒度試験
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表-3.35  路盤厚の測定結果 

工区 番号
上層

路盤厚(m)
路盤

総厚(m)
工区 番号

路盤
総厚(m)

工区 番号
路盤

総厚(m)
工区 番号

路盤
総厚(m)

1 0.187 0.385 1 0.339 1 0.21 1 0.181
2 0.186 0.387 2 0.319 2 0.208 2 0.198
3 0.188 0.399 3 0.339 3 0.209 3 0.177
4 0.195 0.396 4 0.364 4 0.212 4 0.186
5 0.205 0.422 5 0.359 5 0.206 5 0.196
6 0.2 0.399 6 0.315 6 0.21 6 0.194
7 0.204 0.396 7 0.328 7 0.216 7 0.204
8 0.214 0.397 8 0.371 8 0.211 8 0.187
9 0.2 0.385 9 0.394 9 0.212 9 0.208

平均 0.198 0.396 平均 0.348 平均 0.21 平均 0.192
1 0.181 0.368 1 0.377 1 0.218 1 0.222
2 0.184 0.381 2 0.362 2 0.212 2 0.203
3 0.194 0.376 3 0.368 3 0.208 3 0.219
4 0.193 0.388 4 0.334 4 0.199 4 0.201
5 0.197 0.383 5 0.391 5 0.225 5 0.19
6 0.198 0.386 6 0.382 6 0.215 6 0.214
7 0.202 0.385 7 0.36 7 0.22 7 0.209
8 0.207 0.383 8 0.35 8 0.212 8 0.227
9 0.197 0.376 9 0.354 9 0.206 9 0.193

平均 0.195 0.381 平均 0.364 平均 0.213 平均 0.209
1 0.331 1 0.368 1 0.204 1 0.235
2 0.354 2 0.36 2 0.201 2 0.232
3 0.331 3 0.369 3 0.194 3 0.231
4 0.351 4 0.374 4 0.186 4 0.213
5 0.338 5 0.376 5 0.19 5 0.217
6 0.331 6 0.377 6 0.197 6 0.243
7 0.325 7 0.356 7 0.206 7 0.238
8 0.358 8 0.376 8 0.194 8 0.215
9 0.403 9 0.38 9 0.204 9 0.188

平均 0.347 平均 0.371 平均 0.197 平均 0.224

2 10

11

7

8

9

5

6 12

4

1

3
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写真-3.72  現地盤の掘削状況          写真-3.73  路床転圧 

 

     

  写真-3.74  路床上面での平板載荷試験      写真-3.75  路床上面での小型 FWD 試験 

 

   

  写真-3.76  下層路盤の転圧状況       写真-3.77  セメント安定処理層の施工 
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写真-3.78  上層路盤の転圧状況       写真-3.79  路盤上面での平板載荷試験 

 

 

   

写真-3.80  路盤上面での小型 FWD 試験     写真-3.81  構築した路盤 
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3.5  舗装管理支援システムデータの解析 

(1) 目的 

重交通路線におけるコンクリート舗装の信頼度を確認するため、舗装管理支援システムのデータを使用し

信頼度の算出を行った。 

(2) 内容 

舗装管理支援システムは、国土交通省が合理的に維持修繕を実施するために構築したもので、簡易版は平

成 9年度から運用されている。支援システムのデータには、施工年月日や舗装構成、舗装工事、路面性状等

が掲載されており、データは 3年に 1度更新されている。舗装の舗設年から打ち換えに至るまでの年数を算

出して信頼度を算出した。 

表-3.34 信頼度の算出条件 

項 目 内 容

使用データ 舗装管理支援システム

解析年度 H11,H14,H17,H20年度データ

①舗装が打換えられた時

②ひび割れ度が10(cm/m2)以上となった時
舗装の破壊の定義

 
(3) 結果 

 算出結果を表-3.37に示す。データは 100m程度の区間にわかれているため同じ箇所のものはデータを統合

している。例えば以下の場合は 6個のデータとして扱っている。 

表-3.35 N5交通の供用年数の算出結果 

都道府県 区間長(m) 舗設年 供用年数

鹿児島県 100 S41/03 34.0
鹿児島県 30 S42/03 37.0
鹿児島県 65 S42/03 37.0
岩手県 100 S42/04 41.7
岩手県 45 S42/04 41.7
岩手県 55 S42/04 41.7
熊本県 100 S45/03 31.9
熊本県 5 S45/03 31.9
熊本県 10 S45/03 31.9
熊本県 85 S45/03 31.9
熊本県 100 S45/03 31.9
北海道 84 S56/03 22.0
山形県 5 S61/10 12.2
山形県 75 S61/10 12.2
山形県 40 S61/10 12.2
山形県 100 S61/10 12.2
山形県 100 S61/10 12.2

山形県 100 S61/10 12.2
山形県 100 S61/10 12.2
山形県 100 S61/10 12.2
山形県 25 S61/10 12.2
山形県 30 S61/10 12.2
山形県 60 S61/10 12.2  
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４．コンクリート版の構造設計の検討 

4.1  輪荷 重応 力 式の検討  

4.1.1  静的 荷重 の応 力 式の検討  

 コンクリート版の設計は、コンクリート版に作用する曲げ応力およびその繰り返しに

よって、コンクリート版にひび割れが生じないように版厚を設定することが目的である。

この際考慮するひび割れは、縦自由縁部からおよび縦目地縁部からの横ひび割れである。

現行の設計法では、コンクリート版に作用する曲げ応力の内、輪荷重応力は舗装設計便

覧に示される次の式によって算定されている。  

 

          62 10/18.0)100log(75.0)100log(100054.01  hrLPCC TL  ( 4 . 1 )  

ここで、σ e：輪荷重応力(MPa) 

          μ：コンクリートのポアソン比 

     CL：横ひび割れを対象としたときの係数。縦自由縁部 2.12、適当量のタイバ

ーを用いた縦目地縁部 1.59（縦ひび割れを対象とするときは 1.0) 

          CT：縦ひび割れを対象としたときの係数。ダウエルバーを用いた普通コンク

リート舗装および連続鉄筋コンクリート舗装では 0.8、転圧コンクリー

ト舗装では 0.9(横ひび割れを対象とするときは 1.0）  

           P：輪荷重(kN) 

      L：剛比半径；L＝｛Eh3／ 12(1－μ 2)K75｝
0 25 

           E：コンクリートの弾性係数(MPa) 

          K75：路盤支持力係数(MPa/m) 

           a：タイヤ接地半径  

       a＝ 0.12＋P／ 980(m) 

      h：コンクリート版厚(m) 

 

 この輪荷重応力式の原型は昭和 39 年のコンクリート舗装要綱から用いられており、そ

の背景には岩間による一連の研究があった。元々この式は縦自由縁部もしくは縦目地部

に車輪が載った場合の応力を計算するもので、その後、単位系の変更および縦ひび割れ

に対する検討を加えて現在の形となっているが、大きな変更は加えられていない。 

 現在の普通コンクリート舗装では、コンクリート版内に鉄網を設置することとなって

いる。また交通量区分によるが、路盤上にアスファルト中間層が設けられる場合がある。

鉄網の効果は、コンクリート版にひび割れが生じた場合にひび割れが開かないようにす

るもので、応力の算定にあたっては無視されている。一方アスファルト中間層は主に、

路盤の耐水性を向上させるために用いられており、やはり応力算定にあたっては考慮さ

れていない。 

 本研究では、土木研究所に舗設された実物大コンクリート舗装上で静的載荷試験を実

施し、応力算定式の検証、鉄網およびアスファルト中間層の輪荷重応力に対する影響の

検討を行った。 
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表-4.5  動的ひずみ測定実施日  

測定 ID 試験実施日  累積走行輪数  

1 2008/12/18 40 万輪  

2 2010/1/29 90 万輪  

3 2011/2/22 120 万輪  

 

(2) 計測結果 

(a) 測定におけるばらつき 

1 回の走行で C1 から C6 の動的なひずみを計測し、それを原則的に 15 回実施した。走

行位置や速度は厳密に同じでないため、計測ごとにばらつく恐れがある。そこでそれらの

ばらつきについて検討した。  

図-4.4 は、第 1 回目の C4 における測定結果で、コンクリート版上下面のひずみ波形を

表している。第 1 回目の測定では 15 回走行を行ったが、それぞれのひずみ波形はほぼ同

じであった。図にはそのうちのひずみ波形の最小 (走行 14)、中央 (走行 3)および最小 (走行

12)の波形を重ねてある。波形の位相はほぼ同一であることからそれぞれの走行時におけ

る速度はほぼ同じであることがわかる。また、コンクリート版の上下面のひずみ波形はほ

ぼ同一であるが、値は上面の方がやや大きい。また、後前軸のひずみの方が後後軸のより

も大きくなっている。荷重が作用していない時間でもわずかなひずみの振動 (ノイズ )がみ

られるがこれは±5μ程度であった。本測定にはこの程度のノイズ (誤差 )が含まれているこ

とを念頭に置く必要がある。  
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図-4.4 第 1 回目測定の C4 におけるひずみ波形  
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(b) 測定位置ごとの比較 

図-4.5 から図-4.7 に、それぞれ第 1 回測定から第 3 回測定までのひずみ波形を示す。 3

回とも計測に大きな問題がなく、コンクリート版上下面でのひずみも連動しており、基本

的なひずみ波形の形状に変化はないことが確認された。全体として、目地部のひずみは、

ひび割れ部のひずみに比べて小さい傾向がある。   
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図-4.5 第 1 回目測定  

 

C1 C2
C3

C4 C5 C6

67



 

0 1000 2000
−50

0

50

Time [ms]

St
ra

in
 [1

0−
6 ]

 

(a)中間層無 (C1、C2、C3) 

0 1000 2000
−50

0

50

Time [ms]

St
ra

in
 [1

0−
6 ]

 
(b) 中間層有 (C4、C5、C6) 

 

図-4.6 第 2 回目測定  
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(b) 中間層有 (C4、C5、C6) 

 

図-4.7 第 3 回目測定  
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(c) 経年的な変化 

 図-4.5 から図-4.7 において、コンクリート版下面の引張ひずみのピーク値をまとめた

ものが、図-4.8 である。後前軸と後後軸のピーク値を平均したものを示している。中間層

が無い区間では、ひずみはひび割れ部より目地部の方が小さい。鉄網ありのひび割れ部以

外は、 3 回目の測定時のひずみが大きくなっている。中間層の有る区間でも目地部のひず

みが小さい。ひずみの大きさは測定回数が進むほど小さくなり、ひび割れ部でも目地部で

もほぼ同じ値となっている。 3 回目の測定時では、目地部のひずみは中間層の有りなしで

同じ値であるが、ひび割れ部では中間層の無い場合の方が大きい。鉄網の有無によるひび

割れ部のひずみについては一定の傾向はみられない。  

 

 
 

図-4.8 コンクリート版下面の引張ひずみのピーク値  

 

 以上より、経年的な動的ひずみ測定結果をまとめると、以下のようになる。  

 ひび割れ部に比べ目地部の動的なひずみは小さい。  

 荷重履歴を受けると中間層の効果があらわれて、動的ひずみは小さくなる。 

 ひび割れ部の鉄網による動的ひずみへの効果は見られない。  

  

ひび割れ  ひび割れ  ひび割れ  ひび割れ  目地 目地

中間層有中間層無 

鉄網あり 
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4.2 走行位置の検討 

 コンクリート舗装版の設計においては、縦自由縁部からの横ひび割れを対象に設計を

行うことが一般的である。コンクリート版に作用する応力としては輪荷重応力を考慮す

るが、この場合輪荷重がコンクリート版のどの位置に作用するのかが問題となる。 

 輪荷重によりコンクリート版に発生する応力は、輪荷重が自由縁部に載荷された場合

が最も大きくなる。しかし実際の舗装では、コンクリート版の自由縁部をタイヤが走行

することはほとんどなく、自由縁部からかなり内側を走行することが多い。自由縁部に

発生する輪荷重応力は、縁部からの輪荷重の作用位置によって異なる。したがってコン

クリート版に発生する応力を推定するためには、タイヤの走行位置分布が重要となる。

また疲労ひび割れの検討を行うためには、走行位置毎の通過頻度が必要となる。現行の

設計法では、表-4.7 に示すような走行頻度が用いられている。 

 本研究では、実道での車輪走行位置を測定し、現行で用いられている頻度の評価を試

みた。 

(1)調査箇所 

 調査は次の 2 箇所で行った。 

(a)国道 4 号 平泉バイパス 

 片側 1 車線のバイパスであり、下り車線において測定した。 

(b)国道 4 号 黒磯バイパス 

 片側 2 車線のバイパスであり、上下線合わせて計 4 車線で測定した。 

 

(2)測定方法 

 車輪通過位置の測定はビデオ撮影により行った。ビデオ撮影は、黒磯バイパスにおい

ては歩道橋上より、また平泉バイパスにおいては路肩より行い、測定対象車線を通行す

る車両の後輪を撮影した。 
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4.3 温度応力式の検討 

4.3.1 コンクリート版の温度差の推計方法の検討 

 コンクリート舗装版の設計では、版に作用する応力として輪荷重応力と並んで、温度

応力を考慮している。ここでいう温度応力とは、コンクリート版上限面の温度差によっ

て生じる曲げ応力のことであり、次式によって算出される。 

 

                   σ t＝ 0.35・Cw・α・E・Θ            (4.2) 

ここで、  σ t：温度応力(MPa) 

         Cw：そり拘束係数。横ひび割れを対象とする場合は表-4.8 に示す値を用いる。      

縦ひび割れを対象とする場合は、温度差が正の場合には 0.85、負の場合

には 0.40 を用いる。 

          α：コンクリートの温度膨張係数(／℃) 

     Θ：コンクリート版上下面の温度差(版上面温度－版下面温度、℃) 

 

表-4.8 そり拘束係数 

      収縮目地間隔(m) 5.0 6.0 7.5 8.0 10.0 12.5 15.0 

拘束係数 温度差が正の場合 0.85 0.91 0.95 0.95 0.96 0.97 0.98 

   Cｗ 温度差が負の場合 0.40 0.55 0.73 0.78 0.90 0.93 0.95 

 

 コンクリート版の設計では、上記で算出された温度応力と輪荷重応力の合成応力がコ

ンクリート版に作用するものと考え、合成応力の大きさとその作用回数から疲労度を算

出する。従ってコンクリート版に発生する温度差とその頻度は、コンクリート版の設計

で重要な要因となる。 

 現行の設計法では、温度差とその発生頻度は実測によることが望ましいが表 -2 に示さ

れる温度差と発生頻度を用いても良いこととなっている。この表は岩間による研究結果

が反映されたものであり、昭和 39 年版のコンクリート舗装要綱に示されたものである。 

 合成応力に占める温度応力の大きさは最大で 50％程度となることから、設計結果に与

える影響が大きい。そこで本研究では、全国 9 箇所でそれぞれ 7 種類の版厚の供試体に

よりコンクリート版上下面の温度差の測定を行い、  表-4.9 に示される値の検討を行っ

た。 
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(ⅲ)23cm 

表-4.12  コンクリート版の温度差と発生頻度（23cm）  

(ⅳ)25cm 

表-4.13  コンクリート版の温度差と発生頻度（25cm）  

20 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

-1

-5

-7

-9 0.001 0.000 0.002 0.015 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

-11 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

 
  

北海道 東北 つくば 石川 中部 中国 福岡 鹿児島 沖縄 温度差小温度差大

20 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000

19 0.000 0.000 0.000 0.029 0.000 0.000 0.016 0.001 0.000 0.000 0.005

17 0.001 0.010 0.000 0.051 0.014 0.005 0.033 0.021 0.005 0.000 0.018

15 0.013 0.030 0.016 0.046 0.042 0.033 0.050 0.048 0.032 0.002 0.032

13 0.040 0.044 0.038 0.053 0.054 0.056 0.063 0.065 0.071 0.016 0.040

11 0.065 0.060 0.082 0.061 0.085 0.089 0.082 0.073 0.079 0.037 0.050

9 0.084 0.089 0.101 0.071 0.093 0.098 0.098 0.101 0.098 0.085 0.080

7 0.103 0.124 0.127 0.093 0.135 0.125 0.116 0.106 0.118 0.110 0.100

5 0.129 0.160 0.164 0.128 0.147 0.149 0.127 0.128 0.136 0.155 0.125

3 0.208 0.198 0.194 0.168 0.177 0.179 0.155 0.167 0.186 0.205 0.190

1 0.357 0.286 0.279 0.294 0.251 0.265 0.255 0.291 0.273 0.390 0.360

-1 0.462 0.330 0.344 0.518 0.321 0.276 0.270 0.333 0.470 0.600 0.410

-3 0.334 0.448 0.444 0.364 0.446 0.405 0.386 0.420 0.458 0.335 0.320

-5 0.162 0.214 0.206 0.110 0.217 0.276 0.257 0.220 0.071 0.063 0.220

-7 0.039 0.007 0.005 0.008 0.015 0.044 0.086 0.028 0.000 0.002 0.048

-9 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.002

-11 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

便覧地域
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(ⅴ)28cm 

表-4.14  コンクリート版の温度差と発生頻度（28cm）  

(ⅵ)30cm 

表-4.15  コンクリート版の温度差と発生頻度（30cm）  

20 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000 0.001 0.002 0.000 0.000 0.000

19 0.001 0.010 0.017 0.001 0.001 0.012 0.019 0.000 0.000 0.010

-1

-5

-7

-9

-11 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

20 0.000 0.000 0.001 0.009 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000

-1

-5

-7

-9 0.014 0.000 0.002 0.000 0.002 0.004 0.009 0.000 0.000 0.000 0.005

-11 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
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( i i ) 2 0 c m  

 

図 -4.15   コ ン ク リ ー ト 上 下 面 の 温 度 差 と そ の 発 生 頻 度 （ 20cm）  

 

(iii)23cm 

 

図 -4.16   コ ン ク リ ー ト 上 下 面 の 温 度 差 と そ の 発 生 頻 度 （ 23cm）  

 

 

 

 

83



 

 

(iv)25cm 

 

図 -4.17   コ ン ク リ ー ト 上 下 面 の 温 度 差 と そ の 発 生 頻 度 （ 25cm）  

 

(v)28cm 

 

図 -4.18   コ ン ク リ ー ト 上 下 面 の 温 度 差 と そ の 発 生 頻 度 （ 28cm）  
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( v i ) 3 0 c m  

 

 

図 -4.19   コ ン ク リ ー ト 上 下 面 の 温 度 差 と そ の 発 生 頻 度 （ 30cm )  

 

( v i ) 4 5 c m 

 

図 -4.19   コ ン ク リ ー ト 上 下 面 の 温 度 差 と そ の 発 生 頻 度 （ 45cm )  
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4.3.2  温度応力式の検証及び見直し 

(1) はじめに 

コンクリート舗装の破壊は、荷重や温度によってコンクリート版に繰返し作用する曲げ

応力による疲労によってもたらされる。コンクリート版上下の温度差によって発生する温

度応力は Westergaard の式や Bradbury の式で算出できる。わが国では Westergaard の式を

修正した岩間の方法を用いて算出している。しかし、岩間の方法では空港コンクリート舗

装のような厚いコンクリート版の場合、深さ方向の温度分布が非線形のために生ずる応力

を考慮できないことから、適用できない恐れがある。以上の背景から、厚いコンクリート

版にも適用可能な温度応力解析を目的とした研究を実施した。  

 

(2) 温度応力の考え方 

温度応力には端部拘束応力とそり拘束応力および内部応力がある。端部拘束応力はコン

クリート版が温度変化に伴って水平方向に伸縮するのを、路盤や端部の拘束によって妨げ

られることによって生ずる応力である。そり拘束応力はコンクリート版内の深さ方向の温

度勾配によってそりを生じようとするのを路盤や自重によって拘束されるために生ずる

応力である。内部応力は深さ方向の温度分布が直線でないことによる応力である。通常、

端部拘束応力は目地を設けることによってかなり軽減することが可能であるため、本研究

では、そり拘束応力と内部応力による温度応力を扱う。  

 

(3) 温度応力計算法 

岩間は、実物大の舗装による観測および実験に基づいて、Westergaard のそり応力から、

内部応力の影響として 30%減じた次式のような温度応力式を提案した。  

版中央部           






1
'7.0 EC

    (4.3)  

版縁部           '35.0  ECw              (4.4) 

ここに、σ：温度応力  (N/mm2)、α：コンクリートの熱膨張率  (1/℃ )、E：コンクリート

の弾性係数 (N/mm2)、 ：コンクリート版上下面の温度差（℃）、ν：コンクリートのポ

アソン比、 ：そり拘束係数で、コンクリート版の長さによって値が定まる。  

 3DFEM(三次元有限要素法 )に基づいたコンクリート舗装の構造的特質を考慮した構造

解析プログラムを用いる。基本となる構造モデルは、コンクリート版、路盤、路床を 8 節

点直方体ソリッド要素に分割し、目地や路盤とコンクリート版の境界面は新たに開発した

汎用境界面要素にモデル化する。このモデルは路盤内の応力も同時に解析できる。今回は

このプログラムを使ってコンクリート版の温度応力を算出する。  

(4) コンクリート版の温度分布 

実際のコンクリート版ではどのような深さ方向の温度分布になるかを調べるためにモ

デル供試体によって、温度分布を観測した。石川県にある厚さの異なる 15cm、20cm、23cm、
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25cm、28cm、30cm、45cm のコンクリート版を設置し、それぞれのコンクリート版の深さ

方向に表面から 2.5cm 下、中心、底面から 2.5cm 上の位置に温度計を取り付け、 1 時間毎

に温度を測定した。その結果の一例を図-4.20 に示す。この図は版厚 15cm および 45cm

の上下面の温度差の推移である。表面温度はほとんど同じであるが、中心および底面の温

度は厚いコンクリート版では振幅が小さい傾向にある。  

この計測結果のうち、一番気温の高かった日 (2010 年 7 月 18 日 )のコンクリート版の温

度データを使って、３DFEM による方法で温度応力を算出し、岩間の方法と比較検討する

こととした。図-4.21 はその時のコンクリート版の深さ方向の温度分布である。この図よ

り、 15cm から 30cm では温度分布がほぼ線形的であるのに対し、 45cm の分布だけ非線形

であるということがわかる。  

 

 

 

図-4.20  コンクリート版の温度変化（上：厚さ 15cm、下：厚さ 45cm）  
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図-4.21  コンクリート版の厚さ方向の温度分布  

 

(5)温度応力解析 

 3DFEM によって温度応力を計算し、岩間の式と比較した。3DFEM では、図-4.22 に示

すように、幅 4m、長さ 10m のコンクリート版とし、その下にアスファルト中間層 5cm、

粒状路盤 35cm、路床 200cm とした。温度については深さ方向に 3 点の温度を入力し、そ

の温度を 2 次曲線で近似して、版厚方向の温度分布とした。  

図-4.23 はすべての版厚の中央部および縁部における一日の温度応力の変化を見たも

のである。岩間の方法では (1)式を用い、コンクリート版底面の応力を計算した。 3DFEM

では、コンクリート版すべての点の応力が求まるので、表面および底面の応力を計算した。 

図より日中はコンクリート版底面に大きな引張応力が生じていることがわかる。コンク

リート版は引張応力に弱いので、設計ではこの応力が問題となる。中央部に関しては 15cm

の厚さでは岩間式の方が 3DEFM よりも小さな温度応力となる。 25 から 30cm ではそれほ

ど差がない。45cm では岩間式よりも 3DFEM の方が小さくなる。これは非線形性による内

部応力が大きくなるためである。それぞれの最大応力の発生時間は異なり、岩間に比べ

3DFEM は 2 時間から 3 時間程度遅れる。縁部については、45cm の版厚を除いて岩間式よ

り 3DFEM の応力がやや大きい傾向がある。  

表-4.16  3DFEM で仮定したコンクリート舗装断面  

層構成  厚さ

(cm) 

弾性係数

(MPa) 

ポアソン

比  

コンクリート版  15-45 30000 0.2 

アスファルト中間層  5 5000 0.35 

上層路盤  15 500 0.35 

下層路盤  15 300 0.35 

路床  200 80 0.35 
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図-4.24  コンクリート版の温度応力の日変化 (その 2) 
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図-4.25  コンクリート版の温度応力の日変化 (その 3) 

 

図-4.26 は 24 時間の中での最大引張応力と版厚の関係をまとめたものである。すべて

の版厚において縁部より中央部の方が応力は大きい。岩間式の応力は温度差のみに依存す

るので、温度差が同じであればほとんど版厚に関係しない。実際には温度差が版厚ごとに

異なるため、応力も版厚によってやや異なる。しかし一定の傾向は認められない。3DFEM

による応力は版厚が 30cm までは岩間式より 3DFEM の方が大きいが、版厚が 45cm の場合

には 3DFEM の方が小さい。  
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図-4.26  最大応力と版厚の関係  

 

(6) まとめ 

コンクリート版の温度および温度応力について以下ことが言える。  

 版厚が 30cm までは、厚さ方向の温度分布はほぼ線形であるが、 45cm では

強い非線形が現れる。  

 縁部よりも中央部の方が温度応力は大きい。  

 版厚 30cm までは岩間式よりも 3DFEM の方が大きいが、 45cm では 3DFEM

の方が小さい。  

 岩間式は版厚によって大きな差はないが、 3DFEM は版厚の影響が大きい。 

 

なお、ここでの解析結果は石川県における 1 日だけの実測温度を用いたものである。

ここから一般的な結論を出すのは早計であり、今後、同様の解析を年間を通して行い、

また、今回その他の地域の実測温度についても解析を行っていく必要がある。   
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５．路盤の構造設計の検討 

 本章では、舗装走行実験場に施工した実大コンクリート舗装での路床、路盤上での支持力調査結果、路盤厚の異

なる実大路盤試験区での支持力調査結果および既往の研究事例をもとに、路盤の構造設計法について検討を行

った。 

 

5.1 はじめに 

 昭和 30 年に道路工法叢書第 9 集としてセメントコンクリート舗装要綱が発刊されて以来、昭和 47 年、昭和 59 年に

改訂作業が行われ、平成 13 年の大改訂によってセメントコンクリート舗装要綱は廃刊となり、コンクリート舗装の設計

法は舗装設計施工指針（平成 13 年）、舗装設計便覧（平成 18 年）へと受け継がれている。このような設計法変遷の

中で、路盤厚設計という概念がコンクリート舗装設計に取り入れられたのは昭和 39 年の改訂以降である。 

 昭和39 年の改訂において採用された路盤厚設計法 1)は、竹下らの研究成果 2), 3)に基づいたものである。竹下らは、

試験舗装での実験結果および現場での平板載荷試験結果（K30）から、弾性論を参考に式（5.1）に示す路盤厚設計

曲線を提案した。この路盤厚設計曲線には幾つかの種類があり、本検討に関連する曲線は A〜Dの4つで、A線は

クラッシャラン等の粒度の整った路盤材料、B 線は砂、C 線は切込み砂利での路盤効果 K1/ K2 と路盤厚の関係を表

しており、D 線は粒度の整った路盤材料をローラ転圧したときに期待できる限界を表している。 

h
a
 K1

K2












 
        (5.1) 

ここに、h：路盤厚、a：載荷半径（=15cm）、K1、K2：路盤、路床上での K30 値、 

    α：路盤材料の性質を表す係数（A 線：0.415、B 線 0.832、C 線：0.500、D 線：0.265）、 

    β：ローラの転圧の性質を表す定数（=1.65） 

 昭和 47 年の改訂では、飯島の提案 4)により路盤厚設計曲線は直線へと修正され、セメント安定処理と粒状材料の

2 本の設計曲線 5)が示された。セメント安定処理の設計曲線は、路盤厚が 30cm での測定結果の 90%が設計曲線よ

りも高くなり、かつ路盤厚が 15cm での測定結果の 70%が設計曲線よりも高くなる点を結んだものとなっている。この

ときのデータ群には、セメント安定処理路盤の他にソイルセメントのデータも含まれていた。また、粒状材料の設計

曲線もセメント安定処理と同様に路盤厚が 40cm と 20cm の解析結果を直線で結んだもので、データ群には、切り込

み砕石、クラッシャラン、粒度調整砕石のものであった。 

 この後、昭和 59 年の改訂 6)では、粒状材料は粒度調整砕石に名称変更され、新たにクラッシャランの設計曲線が

追加され、計 3 本の設計曲線が示された。これは飯島ら 7)が昭和 56 年までに行った開削調査等の結果に基づくも

のである。この文献では、粒状材料の設計曲線が粒度調整砕石の設計曲線に置きかわった理由、ラッシャラン路盤

の設計曲線が求まった理由が、昭和 47 年改訂の研究成果ほどに明確に記されておらず、原文では平均線と表現さ

れている程度である。しかし、クラッシャランと粒度調整砕石の設計曲線と開削調査結果の関係を見る限りは、安全

側（設計曲線よりも K1/ K2 が上回るデータが多い）に設計曲線が引かれている印象を受ける。このようにして提案さ

れた昭和 59 年改訂版の路盤厚設計曲線は、平成 13 年の大改訂を経た後もそのまま受け継がれ、舗装設計便覧 8)
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実施し、あわせて路盤厚の確認を行った。なお、支持力調査は各工区の路床面、路盤面の 7 箇所で実施し、小型

FWD 試験から K30 値を求めるにあたっては、実大コンクリート舗装の場合と同様に式（5.2）を用いた。 

 使用した路盤材は、クラッシャランは C-40、RC-40、粒度調整砕石は M-30、RM-40 で、セメント安定処理は粒度調

整砕石を用いたものである。表-5.1〜5.3および図-5.7に路床、路盤材料の室内実験試験結果を示す。表-5.1よ

り CBR の平均値は 5.20％、標準偏差は 1.77％であるので、区間の CBR は 3.43％となり、設計 CBR は 3 となること

がわかる。また、表-5.2、5.3 および図-5.7 より、今回の実験に用いた路盤材料は規格を十分に満足しており、再

生材、新材ともに問題は無いことがわかった。  

 

図-5.6 平板載荷試験による支持力調査状況 

表-5.1 路床材料の室内試験結果 

最大乾燥密度 

g/cm3 

最適含水比 

％ 

CBR（乱さない試料）％ 

CBR (5m) CBR (15m) CBR (25m) 

1.030 49.6 5.5 3.3 6.8 

表-5.2 路盤材料の室内試験結果 
 M-30 RM-40 CTB 

M-30 
CTB 

RM-40 C-40 RC-40 

最大乾燥密度 g/cm3 2.212 1.807 2.264 1.700 2.225 2.060 

最適含水比 ％ 3.8 11.5 5.4 16.2 4.1 7.0 

セメント量 ％ − − 4.0 6.5 − − 

修正 CBR ％ 92.5 109.2 − − 54.7 104.6 

一軸圧縮強度 MPa − − 3.0 3.0 − − 

塑性指数  N･P N･P N･P N･P N･P N･P 
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h  5.01 K1

K2

11.07            (5.4) 

 ここに、h はセメント安定処理路盤の路盤厚(cm)である。 

 

(2) 式（5.3）の-k･σを移項した式（5.5）によって路盤厚毎の K1/ K2 の平均値 f m（平均値を用いた設計曲線）を算出す

る。 

fm  fk  k              (5.5) 

(3) 式（5.3）によって信頼度に応じた K1/ K2 の値 f k を求め、これを直線で結び設計曲線を求める。このとき、K1/ K2

の標準偏差は、式(5.6)に示す図-5.15 の近似式より求める。また、信頼度に応じた係数 k は表-5.4 に示した値

を用いる。 

M&C  0.0422h          (5.6 a) 

 CTB  0.0978h          (5.6 b) 

 

 

 ここに，σM&C：粒度調整砕石路盤およびクラッシャラン路盤での K1/ K2 の標準偏差，σM&C：セメント安定処理路

盤での K1/ K2 の標準偏差 

 このようにして求めた信頼度に応じた路盤厚設計曲線を図-5.19〜5.21 に示す。これらの結果より、クラッシャラン

の信頼度 80％（現行設計曲線）の線と粒度調整砕石の信頼度 90％の線、粒度調整砕石の信頼度 70％（現行設計

曲線）の線とクラッシャランの信頼度 60％の線はほぼ重なっていることが読み取れる。例えば、図-5.20 に破線で示

したように、粒度調整砕石路盤においてクラッシャラン路盤と同程度の信頼度（80％）を有する路盤厚を設定するた

めには、目標とする K1/ K2 で縦線を引き、信頼度 80％の設計曲線と交わる点が求めるべき路盤厚となる。しかし、信

頼度を 90％に設定すると、路盤厚が過剰になってしまう可能性がある。そのため、路盤支持力の変化がどの程度コ

ンクリート版の疲労度に影響を及ぼすかを検討した上で、総合的に路盤厚設計曲線の信頼度を決定する必要があ

るものと考えられる。 

 また、図-5.21に示したように、セメント安定処理の現行設計曲線は信頼度90％〜60％の間に位置することがわか

る。しかし、前述したようにセメント安定処理路盤の検討結果は、昭和56年以前のデータのみを用いて求めたもので

あり、現行の路盤厚設計曲線を設定した際の飯島の報告 4)を確認したに過ぎないことから、今後の追加調査が必要

であると考えられる。また、図-5.14 に示したように、実大路盤での結果は設計曲線よりも大きな値を示していたこと

から、現在用いられているセメント安定処理路盤の荷重分散性能は昭和 56 年以前のものよりも高い可能性がある。

さらに、信頼度に応じた設計曲線の有用性を確認するためには、粒度調整砕石路盤、クラッシャラン路盤の場合と

同様に、路盤支持力の変化がコンクリート版の疲労度に及ぼす影響についてもあわせて検討していく必要があるも

のと考えられる。 
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5.5 おわりに 

 本章では、舗装走行実験場に施工した実大コンクリート舗装試験区、実大路盤試験区での路床、路盤の支持力調

査結果および既往の研究事例に基づき、路盤厚設計曲線の信頼性に関する検討を行った。主な結果をまとめると

以下の通りである。 

 

(1) 既往の研究結果を調査したところ、現行の路盤厚設計曲線は安全側に設定されてはいるものの、その信頼度

については不明であることがわかった。 

(2) 現行の路盤厚設計曲線の信頼度について解析を行った結果、クラッシャラン、粒度調整砕石の設計曲線はそ

れぞれ 80％、70％の信頼度であることがわかった。また、セメント安定処理路盤の設計曲線は、路盤厚 15cm で

信頼度 60％、30cm で信頼度 90％と、路盤厚によって信頼度が異なっていることがわかった。 

(3) 信頼度を 60〜90％に設定し、各路盤材料の設計曲線を求めたところ、クラッシャランの信頼度 80％（現行設計

曲線）の線と粒度調整砕石の信頼度 90％の線、粒度調整砕石の信頼度 70％（現行設計曲線）の線とクラッシャ

ランの信頼度 60％の線はほぼ重なっていたこと、セメント安定処理の現行設計曲線は信頼度 90％〜60％の間

に位置していたことがわかった。 

(4) セメント安定処理に関する設計曲線の検討結果は、昭和 56 年以前のデータのみを用いて求めたもので、現在

用いられているセメント安定処理路盤の荷重分散性能は昭和 56 年以前のものよりも高い可能性があることから、

今後の追加検討が必要である。 

 

 コンクリート舗装の設計は、K 値を用いた従来の平板理論（Westergaard モデル）から弾性理論を用いたものへと移

行しつつある。弾性理論を用いた場合には、路盤厚設計の設計用値としてレジリエントモジュラス等の地盤材料の

変形係数を用いることとなる。そのため、今後は室内実験等で求めた各種路盤材料の変形係数を用いた場合に算

定される路盤効果と路盤厚設計曲線との整合性について検討する必要があるであろう。また、前述したように、路盤

厚設計曲線の信頼度とコンクリート版の疲労度の関係についても検討する必要があると考えられる。 

 
参考文献 
1) （社）日本道路協会：セメントコンクリート舗装要綱、昭和 39 年版、1964. 
2) 竹下春見：路盤の荷重分散効果、土木研究所報告、第 106 号、pp.170-177、1960. 
3) 竹下春見、岩下義治：路盤の荷重分散効果（2）、土木研究所報告、第 107 号、pp.204-224、1963. 
4) 飯島尚：重交通道路におけるコンクリート舗装の構造設計法に関する研究、北海道大学学位論文、1986. 
5) （社）日本道路協会：セメントコンクリート舗装要綱、昭和 47 年版、1972. 
6) （社）日本道路協会：セメントコンクリート舗装要綱、昭和 59 年版、1984. 
7) 飯島尚、岡村真：コンクリート舗装の路盤厚さに関する 2、3 の検討、土木技術資料、26-4、pp.37-42、1984. 
8) （社）日本道路協会 : 舗装設計便覧、平成 18 年版、2006. 
9) 関根悦夫、鴨智彦、阿部長門、丸山暉彦：重錘落下による鉄道盛土の締固め管理方法、土と基礎、48-4、

pp.13-16、2000. 
10) 地盤工学会：地盤工学者のための舗装入門−基礎から応用まで−、講演会講演資料、2010. 
11) 土木学会：舗装標準示方書、土木学会、2007. 
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とした。また、図-6.5では、材齢35日から鉄筋のひずみが100×10-6以上になり、材齢42日の時

点において、S6ひずみが10,000×10-6以上となった。これより、S6がひび割れ断面であり、材齢

42 日の時点でひび割れが貫通したと思われる。これらの図には、材齢 100 日程度までのデータの

み記載しているが、これ以降もほとんど変化なくひずみ値は推移していた。 
今回使用した鉄網に使用された鉄筋の弾性係数を実測していないが、一般的に鉄筋の弾性係数は

190～210kN/mm2である 1)。JIS G 5331「溶接金網及び鉄筋格子」によれば、使用した鉄筋はJIS 
D 3112「鉄筋コンクリート用棒鋼」による種類のうち、SD295A、SD295B、SD345のいずれかで

ある。これらの降伏点は、295～440MPaであり、鉄筋の弾性係数を200GPaとすれば、降伏時の

鉄筋ひずみは、最大 2,200×10-6であり、図-6.4 および図-6.5 の結果と照らし合わせれば、降伏を

はるかに超えた状態であることが明らかである。 
 
6.1.4 鉄網の使用量算定の根拠 3) 

鉄網は構造細目による規定であり、その使用量は約3kg/m2である2)。本試験舗装は、D6鉄筋を

用いた150mmピッチの格子鉄網を採用していることより、版厚250mmである本試験舗装におい

ては、鉄筋比は0.084％となる。その使用目的は、土木学会舗装標準示方書によれば、「鉄網はコン

クリート版にひび割れが発生した後、ひび割れが開くのを制御するために使用するものである。」と

ある。ひび割れが何らかの原因で発生し、そのひび割れ幅がそれ以上に開かないようにするために

用いるものと理解できる。つまりコンクリート版の横目時間の中央に 1 本ひび割れが発生した後、

鉄網の効果により、ひび割れで2分されたコンクリートを緊結してひび割れの拡大を防止する効果

を期待したものである。この効果を実現するための必要鉄筋量を求めた。必要鉄筋量 AS は、コン

クリート版の自重を外力として受けた時に、鉄筋の許容応力を超えない鉄筋量とすればよい。 
 

 
(6.2) 

 
 

ここに、AS：必要鉄筋量（mm2） 
μ：路盤との摩擦係数、ここでは1.5 
L：コンクリート版の長さ（目地間隔）（m） 
B：コンクリート版の幅（m） 
h：コンクリート版の厚さ（m） 
w：単位体積質量（kg/m3） 
g：重力加速度（m/s2） 
σsy：鉄筋の許容応力（MPa） 
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ここに、 

σs：鉄筋最大応力（MPa） 
Ec：コンクリートの弾性係数（MPa） 
Eｓ：鉄筋の弾性係数（MPa） 
n：鉄筋とコンクリートの弾性係数の比（=Eｓ/ Ec） 
p：鉄筋比（=As /Ac）（％） 
Lmax：ひび割れ間隔（mm） 
ε’sh,s：鉄筋位置における舗設後からの収縮ひずみ（×10-6）（=αcΔTs） 
ε⊿T, s：鉄筋位置における舗設後の温度からの温度下降ひずみ（×10-6） 
εs⊿T, s：鉄筋の舗設後の温度からの温度下降ひずみ（×10-6） 
φ：鉄筋の直径（mm） 
Ks：付着剛性（GPa/m） 
Ac：コンクリートの断面積（mm2） 
As：鉄筋の断面積（mm2） 
Ic：コンクリートの横方向断面の断面二次モーメント（mm4） 
d：コンクリート上縁からの距離（mm） 
α：コンクリートの熱膨張係数（1/ ℃） 
ΔTs：鉄筋位置における舗設後からの温度降下量（℃） 
Ks：付着剛性（GPa/m） 

である。 
 
                          

 (6.4) 
 
 
ここに、 

w：鉄筋位置のひび割れ幅（mm） 
である。 
 入力した数値を表-6.2 に示す。ここでは実測のひび割れ幅に算定値が合うように温度降下量を調

整した。表-6.3 に算定結果を示す。この表から明らかなように、A132 の場合を除いて鉄筋応力は

著しく大きく、降伏している結果が得られた。 

 sTΔssh εε
ηρ
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η
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表-6.2 鉄筋応力算定に用いた入力値 
項目 値 備考 

コンクリートの弾性係数 40,000MPa 実測値をもとに設定 
鉄筋の弾性係数 200GMPa 想定値 

鉄筋径 6mm 実測値 
付着剛性 392GPa/m 示方書推奨値 
版厚 240～290mm 

実測値 鉄筋間隔 コアからの実測値 
上縁から鉄筋位置までの距離 コアからの実測値 
コンクリートの熱膨張係数 10×10-6/ ℃ 想定値 

ひび割れ間隔 50,000mm 実測値 

版表面の乾燥収縮ひずみ 100×10-6 
0×10 6（コアA132のみ） 想定値 

版底面の乾燥収縮ひずみ 0×10-6 想定値 
版表面の温度降下量 0～20℃ 実測ひび割れ幅に合うように

設定 版底面の温度降下量 0～10℃ 
 

表-6.3 算定結果 

供試体名 
上下面のひび割れ幅（mm） 鉄筋最大応力 

（MPa） 鉄筋の状態 
実測値 計算値 

A1 
上 0.84 0.82 

1,248 降伏 
下 0.07 0.07 

A5 
上 0.57 0.58 

838 降伏 
下 0.00 0.00 

A132 
上 0.02 0.04 

91 弾性域 
下 0.02 0.05 

B15 
上 0.35 0.36 

880 降伏 
下 0.53 0.50 

 
6.1.6 鉄網の必要性 

以上より、鉄網はコンクリート版にひび割れが発生したのち、鉄筋の降伏点以上の引張を受ける

ことが、本試験舗装および国道のコンクリート舗装から明らかになった。これは構造細目に規定さ

れている鉄筋量約 3kg/m2 が、コンクリート版の自重を外力に設定し、それに見合う鉄筋量のみを

計算しているためで、ひび割れ発生時の鉄網への負荷を全く考えていないためである。 
一方、コンクリート舗装の施工においては、鉄網を設置するために2層でコンクリートの敷均し

や締め固めを行う必要が生じ、施工手間の増大やコンクリート品質に影響を及ぼす場合があるだけ

でなく、施工効率が大きく損なわれる。 
これらのことを勘案すると、今後も慎重に検討する必要があるが、ひび割れ幅の抑制を目的とし

た鉄網の採用は不必要であると思われる。 
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７．構造設計における信頼性の検証 

（１）はじめに 

 舗装が設計期間を通して破壊しない確からしさを信頼性といい、その破壊しない確率を信頼度という。舗装の

構造に関する技術基準によると、コンクリート舗装の信頼度は 70%とされ、これを基準に信頼に応じた係数（安

全係数）が決定されている。そのため、信頼性設計を適切に行うには、コンクリート舗装の信頼度（供用性）を

正しく把握することが重要となる。 

（２）概要 

一般にコンクリート舗装は、重交通路線で施工され供用さている。舗装の構造に関する技術基準の別表2や舗

装設計便覧において、信頼度の算出に使用された供用データは平成6年時点では供用年数が短く破壊した箇所が

少なかったと考えられ、表－7.1 に示すように N6～N7交通のような重交通路線のデータがほとんど考慮されてい

ない。 

そこで、これら重交通路線の供用データを収集し、重交通路線のコンクリート舗装の信頼度の確認を行った。 

 

表－7.1  セメント・コンクリート舗装の新設から補修までの期間1) 

 

 

 

 

 

（３）解析 

1) 舗装管理支援システムデータ 

解析には舗装管理支援システムのデータを使用した。このシステムは、国道の舗装を効率的、計画的に維持管

理するために開発されたシステムであり、舗装の種別、大型車交通量区分、供用年数等の現場情報や、ひび割れ、

わだち掘れ、平坦性等の路面性状調査データが蓄積されている。国道では交通量が多いため、N6～N7 交通のよう

な重交通路線のデータ数が多く、信頼度の確認において精度を高めることができる。本解析では、H11年からH20

までのデータを使用した。 

 

2) 舗装の破壊の定義 

舗装の信頼度は、舗装の設計期間に対する破壊しない確率であり、舗装の破壊をどのように定義するかにより

信頼度は変化する。本検討では以下の2通りの方法により舗装の破壊を定義した。 

a) 舗装が打換えられた時 

b) ひび割れ度が10(cm/m2)以上となった時 

 

 

 

 

 

交通量の区分 N3+N4 N5 N6+N7

データ数 520 130 3

破壊までの平均年数 22.8 21.2 24.3

標準偏差 6 5.6 8.6

20年以上である確率 0.68 0.58 0.69

変動係数 0.26 0.26 0.35
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（４）結果 

1)  舗装が打換えられた時を破壊とした場合 

a)  データの抽出フロー 

 解析は舗装が打換えられた時の年数を求めることにより行った。データの抽出フローを表－7.2に示す。 

打換えによる整理では、新設のコンクリート舗装のデータのうち1回目の補修が打ち換えのものを抜き出した。

また、補修延長の違い等による影響を無くすため、現場単位毎にデータを統合した。 

これらについて破壊までに経過した年数を整理し、信頼度の算出を行った。なお、本検討では、トンネル内の

コンクリート舗装についてはデータから削除した。 

 

表－7.2  抽出フロー 

① 新設のCo舗装データの抽出（トンネルは除く）

② 1回目の補修が打ち換えのものを抽出

③ データの統合（同一路線の同時期の補修データを1つに統合）

④ 破壊までに経過した年数の整理、および信頼度の算出  

 

b) 解析結果 

 新設から補修までの期間を整理した結果を表－7.3、図－7.1に示す。舗装管理支援システムにおいて、表－7.2

の条件下では、N5交通以下のデータはほとんど得られなかったため、N6交通以上について示している。 

N6、N7交通ともに舗装設計便覧に示されるコンクリート舗装の信頼度70%を大きく上回る結果が得られた。本調

査では、対象を補修されたコンクリート舗装としたため、実際のコンクリート舗装の新設から補修までの期間は

表－7.3の値よりも長くなると考えられる。  

 

表－7.3  破壊するまでの期間 

 

 

 

 

交通量区分 N6 N7 N6+N7

データの数 30 35 65

破壊までの平均年数 28.3 35.1 31.9

標準偏差 8.8 11.3 10.7

20年以上である確率 0.83 0.91 0.87

変動係数 0.31 0.32 0.34
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今後さらに多くのデータが集まることにより、より的確にコンクリート舗装の信頼度の算出が可能になると思

われる。 

 

参考文献 
1)  社団法人日本道路協会：舗装の構造に関する技術基準・同解説、平成13年7月 
2)  社団法人日本道路協会：舗装設計便覧、平成18年2月 
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８．結論 

本共同研究では、コンクリート舗装において、現在使用されている設計方法の検証や見直し、耐

久性の確認を目的として、荷重応力式や温度応力式、疲労度、路盤の設計曲線、構造細目、信頼性

の検討を行うとともに、データをとりまとめた。総括すると以下のとおりである。 

 

＜ コンクリート版の構造設計の検討 ＞ 

・ 輪荷重応力式を検討した結果、以下のことがわかった。 

 アスファルト中間層を設置した場合、コンクリート版の縦自由縁部のひずみはわずかに大

きく、縦自由縁部応力に対する載荷位置の影響は離れた位置で低減されにくい。 

 縦自由縁部応力に対する載荷位置の影響について、現行設計法の輪荷重応力式では自由縁

部から近い位置で低減率を大きく見積もっている可能性がある。 

 横ひび割れ部や横目地部の動的な挙動について、3DFEM で正確に再現できることを確認

するとともに、横ひび割れ部の荷重伝達については鉄網やアスファルト中間層の効果が少

ないことがわかった。 

・ 温度応力式を検討した結果、以下のことがわかった。 

 全国 9 カ所で 1 年間温度計測し、地域特性を考慮した温度差とその発生頻度を求めた。 

 温度応力は、コンクリート版の縁部より中央部の方が大きい。 

 温度応力について、版厚 30cm までは現行設計方法による算出結果が 3DFEM による算出

結果よりも小さい。 

 温度応力について、現行設計法による計算では版厚による影響が小さいが、3DFEM は版

厚の影響が大きい。 

  なお、1 測定箇所での測定結果なので、他の地域でも解析が必要である。 

 

＜ 路盤の構造設計の検討 ＞ 

・ 現行の設計曲線の信頼度について解析した結果、クラッシャラン、粒度調整砕石の設計曲線は

80％、70％の信頼度である。また、セメント安定処理路盤の設計曲線は、路盤厚 15cm で信頼

度 60%、路盤厚 30cm で信頼度 90%と、路盤厚によって信頼度が異なる。 

・ 信頼度 60%～90%に設定し、各路盤材料の設計曲線を求めたところ、クラッシャランの信頼度

80%の線と粒度調整砕石の信頼度 90%の線、粒度調整砕石の信頼度 70%の線とクラッシャラン

の信頼度 60%の線はほぼ重なり、セメント安定処理の現行設計曲線は信頼度 90～60%の間に位

置していた。 

・ 現在用いられているセメント安定処理路盤材の荷重分散能力は、従来の設計方法よりも高くな

っている可能性がある。 
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＜ コンクリート舗装の構造細目の検討 ＞ 

・ 今回調査した現場では、ひび割れ発生後、鉄網は降伏点以上の引張を受けることがわかり、鉄

網によるひび割れ幅の抑制効果は見られなかった。 

・ コンクリート版のひび割れ部で、散水により路盤のエロージョンを促進させた場合、アスファ

ルト中間層を設置することにより段差発生を抑制する効果が認められた。 

 

＜ 構造設計における信頼性の検証 ＞ 

・ 重交通路線におけるコンクリート舗装の信頼度は、少なくともこれまでと同様の 70%という値

が適用できる。 

 

９．今後の課題等 

 コンクリート舗装の構造設計の見直しに向けて様々な検討を実施した。しかし、疲労度の検討等、

研究期間内では結果が出ずに判断できない検討項目については、今後の検討のための資料として、

データのみとりまとめている。今後も土木研究所舗装走行実験場における促進載荷試験や全国にお

ける温度調査を継続する予定であり、そのデータを蓄積し、疲労度や構造細目等を検討していく必

要がある。 
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5)鉄網ひずみ 
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・鉄網ひずみと亀裂変位量の関係 
（鉄網ひずみ：中間層有無工区でそれぞれ最大値を示した S1 と S6） 
（亀裂変位量：鉄網ひずみ S1 に対して K3、S6 に対して K4） 
 
（データ：亀裂変位量が増加傾向にある 2009.7 以降） 
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付録２．試験施工に使用した材料成績表







付録３．全国での温度計測データ
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付録４．路盤の構造設計の検討に使用した材料成績表
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